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本モデル案は、市町村が災害廃棄物処理計画を策定するに当たっての参考となるよう、県からの助言として示すも

のです （地方自治法第245条の４第１項の技術的な助言）。

○○市（町村）災害廃棄物処理計画

（モデル案）

平成 年 月

○○市（町村）
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第１章 総則

第１項 災害廃棄物処理計画の概要

１ 計画策定の目的

○○市（町村）災害廃棄物処理計画（以下「本計画」という ）は、将来発生が予測される大規。

模災害に備え、災害により発生する廃棄物（以下「災害廃棄物」という ）を適正かつ円滑・迅速。

に処理するための方針を示すとともに、国・県・市町村・民間業者等の役割分担を明確化し、平

時から相互支援体制の構築を図ろうとするものである。

２ 計画の位置付け

東日本大震災等、近年における災害の教訓・知見を踏まえ、災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速

に処理するために、平成27年７月に廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。

以下「廃棄物処理法」という ）が改正され、災害廃棄物処理対策が強化された。。

廃棄物処理法の改正を受け、平成28年1月に「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策

の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針 （以下「環境大臣基本方針」という ）が」 。

、 。変更され 市町村において非常災害発生時に備えた災害廃棄物処理計画を策定するものとされた

本計画は、廃棄物処理法、環境大臣基本方針、○○市（町村）地域防災計画、群馬県災害廃棄

物処理計画等と相互に整合を図りつつ策定するものであり、関係法令を含む本計画の位置付けは

図2-1のとおりである。

注：下線部は、本計画の柱とした事項である。【参考】 環境大臣基本方針（抜粋）

五 非常災害時における前2号に揚げる事項に関する施策を実施するために必要な事項

２ 災害廃棄物対策に係る各主体の役割

（1） 市町村の役割

市町村は、生活環境の保全と公衆衛生上の支障の防止の観点から、災害廃棄物を含む域

内の一般廃棄物についての処理責任を有しており、平時から、災害対応拠点の視点からの

施設整備や関係機関・関係団体との連携体制の構築、災害廃棄物処理に係る訓練等を通じ

て、非常災害時にも対応できる強靱な廃棄物処理体制の整備を図る。

その際、国が策定する廃棄物処理施設整備計画、災害廃棄物対策指針及び大規模災害発

生時における災害廃棄物対策行動指針等を十分踏まえながら、都道府県が策定する災害廃

棄物処理計画、災害対策基本法に基づく地域防災計画その他の防災関連指針・計画等と整

合を図りつつ、各地域の実情に応じて、非常災害に備えた災害廃棄物対策に関する施策を

一般廃棄物処理計画に規定するとともに、非常災害発生時に備えた災害廃棄物処理計画を

策定し、適宜見直しを行うものとする。

非常災害時には災害廃棄物処理計画に基づき被害の状況等を速やかに把握し災害廃



資1-2-3

棄物処理実行計画を策定するとともに、被災地域に存在する資機材、人材、廃棄物処

理施設や各市町村が平時に搬入している最終処分場を災害廃棄物処理に最大限活用

し、極力域内において災害廃棄物処理を行うものとする。大規模災害時においては、

災害対策基本法に基づく国の処理指針や都道府県の実行計画等も踏まえ、広域的連携

体制のもとで域内の災害廃棄物の処理を行う。また、被災市町村に対して資機材や人

材の応援、広域的な処理の受入れ等の支援を積極的に実施するものとする。

図1-1 計画の位置付け

防災基本計画

環境省防災業務計画

・災害廃棄物対策指針（H26.3）
・大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指針（H27.11）
・（関東ブロック）大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動計画（策定中）

群馬県地域防災計画

群馬県地震防災戦略（H25.3）

群馬県災害廃棄物処理計画

市町村地域防災計画

群馬県災害廃棄物処理実行計画

（市町村から事務の委託又は代替執行を受けて作成）

市町村災害廃棄物処理実行計画

（被害状況に基づき具体的に作成）

市町村一般廃棄物処理計画

市町村県

～災害発生後～

災害対策基本法

群馬県

循環型社会づくり推進計画

廃棄物処理法

環 境 大 臣

基 本 方 針

廃棄物処理施設

整 備 計 画

市町村災害廃棄物処理計画

連携した対策

相互に整合

相互に整合 相互に整合
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３ 計画の見直しのあり方について

本計画は、○○市（町村）地域防災計画や群馬県災害廃棄物処理計画が改定された場合、訓練

等を通じて内容の変更が必要となった場合等、状況の変化に応じて、適宜追加・修正を行うこと

とする。

３－１ 訓練の実施

本計画に基づく訓練を毎年実施し、本計画を点検する。

３－２ 他の事例の情報収集

、 。他の地域で災害廃棄物処理を行っている場合には 対応状況等の情報収集に努めることとする

３－３ 計画の定期的な見直し

毎年１回以上、訓練結果や収集した情報を評価し、計画を見直す。見直しの履歴については、

計画に明記する。

３－４ リストの更新

協定締結事業者団体の会員リスト、県・市町村等連絡先一覧、県・県内市町村の廃棄物部局

経験者リストやその他関係者の連絡先等については、毎年、内容を更新する。
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第２項 基本的事項

１ 対象とする災害と廃棄物の種類

県災害廃棄物処理計画を参照の上、市町村で想定する ）(1) 対象とする災害（ 。

「群馬県地震被害想定調査報告書」及び○○市（町村）地域防災計画で想定する災害は、表1-

1のとおりである。

表1-1 想定地震

震源断層モデル

想定地震名 規模 想定断層の概要 走向 傾斜 長さ 幅 上端
（M） 深さ

（度） （度） （㎞） （㎞） （㎞）

関東平野北西縁断層帯 8.1 県南西部から埼玉県東部に 121 60 82 20 5ﾟ ﾟ

南西傾斜主部による地震 かけて分布する断層

太田断層による地震 7.1 県南東部の太田市周辺に 154.8 45 24 18 2ﾟ ﾟ

分布する断層 南西傾斜

片品川左岸断層 7.0 県北部の沼田市周辺に 16.8 45 20 18 2ﾟ ﾟ

による地震 分布する断層 東傾斜

出典）群馬県地域防災計画（震災対策編） （群馬県防災会議 平成28年３月）

(2) 対象とする廃棄物の種類

本計画で対象とする災害廃棄物は、表1-2及び表1-3に示すとおりとする。放射性物質及びこれ

によって汚染された廃棄物は、本計画の対象としない。

また、道路や鉄道等の公共施設等からの廃棄物の処理については、原則として管理者が行うも

のとする。

表1-2 対象とする廃棄物（災害によって発生）

種 類 備 考

、 、不燃性混合物 分別することができない細かなコンクリートや木くず プラスチック

ガラス、土砂等

可燃性混合物 繊維類、紙、木くず、プラスチック等

木質系廃棄物 家屋の柱材・角材、家具、流木、倒壊した自然木
（木くず）

コンクリートがら コンクリート片やブロック、アスファルトくず等

金属くず 鉄骨や鉄筋、アルミ材等の金属片

廃家電※ 被災家屋から排出されるテレビ、洗濯機、エアコン等の家電類で、
被災により使用できなくなったもの

廃自動車※ 被災により使用できなくなった自動車、自動二輪、原付自転車

思い出の品 写真、賞状、位牌、貴重品等

その他 腐敗性廃棄物（畳、被災冷蔵庫等から排出される食品、食品工場等か
ら発生する原料・製品等 、有害物（石綿含有廃棄物、PCB、感染性廃）
棄物、化学物質、CCA・有機塩素化合物、医薬品類、農薬類等 、危険）
物（消火器、ボンベ類等 、石膏ボード、タイヤ等）

※リサイクル可能なものは、各リサイクル法に基づき処理を行う。



資1-2-6

表1-3 対象とする廃棄物（被災者や避難者の生活に伴い発生）

種 類 備 考

生活ごみ 被災後に家庭から排出される生活ごみや粗大ごみ

避難所ごみ 避難所から排出される生活ごみ、使用済簡易トイレ等

仮設トイレのし尿 避難所等から排出されるくみ取りし尿
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２ 災害廃棄物の発生量の推計

、 、災害廃棄物の発生量 既存施設での災害廃棄物の処理可能量をあらかじめ把握しておくことは

処理・処分計画を作成するための基礎資料として重要である。

「群馬県災害廃棄物処理計画」で推計された災害廃棄物の発生量及び○○市（町村）地域防災

計画で想定された災害による災害廃棄物の発生量の推計は、表1-4に示すとおりである。

（注）表1-4 災害廃棄物の推計発生量

（注）想定する災害毎に災害廃棄物の発生量を推計する。

被災戸数 原単位 廃棄物発生量
区 分 備 考

（戸） （t/戸） （ｔ）

住家がその居住のための基本的機能を喪失したも

の、すなわち、住家全部が倒壊、流失、埋没、焼失全 壊 161

したもの、または住家の損壊が甚だしく、補修によ

り元通りに再使用することが困難なもの

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失し

たもの、すなわち、住家の損壊が甚だしいが、補修半 壊 32

すれば元通りに再使用できる程度のもの

合 計

発生量 換算係数 発生量
種 類 構成比 備 考

（ｔ） （ｔ/㎥） （㎥）

合 計 100％ －

※１可燃物 8％ 0.4

※１不燃物 28％ 1.1

※２コンクリートがら 58％ 1.48

※２金属くず 3％ 1.13

※２柱角材 3％ 0.55

※１ 廃棄物分別・処理実務マニュアル（一般社団法人廃棄物資源循環学会・編著）から引用。なお、同書で

は和歌山県（震災時における市町村用廃棄物処理マニュアル（2005年 ）の推計例を紹介している。）

※２ 産業廃棄物実態調査指針（環境省 平成24年３月）を用いた。

出典）災害廃棄物対策指針資料編【技1-11-1-1】

災害廃棄物（避難所ごみ、し尿を除く）の推計方法（環境省 平成26年3月)
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３ 仮置場の必要面積の算出

２で推計した災害廃棄物の発生量（㎥）を用いて、次の方法で仮置場の必要面積を算出するも

のとする。

・必要面積＝仮置量÷積み上げ高さ×（１＋作業スペース割合）

・仮置量＝災害廃棄物の発生量－年間処理量

・年間処理量＝災害廃棄物の発生量÷処理期間（通常３年とする ）。

・積み上げ高さ：５ｍとする

・作業スペース割合：１とする

表1-4の推計発生量（㎥）の全てを仮置場に搬入する場合、仮置場の必要面積は、次のとおりで

ある。

（注）想定する災害毎に仮置場の必要面積を算出する。

単位：㎡

合 計 可燃物 不燃物 ｺﾝｸﾘｰﾄがら 金属くず 柱角材

４ 仮置場候補地の選定

仮置場候補地の選定に際しては、特に二次仮置場は、過去の事例から、設置期間が１年以上に

及ぶことが予想されること、公園、グラウンド、公民館、空地等は被災者の避難所・応急仮設住

宅及び自衛隊の野営場に優先的に利用されること、発災直後や復旧・復興期など時間の経過によ

り必要とされる用途が変化する場合があることに留意し、次の条件に適合するような土地から選

定する。また、仮置場候補地のリストは、毎年更新するものとする。

ア 廃棄物処理施設、最終処分場跡地等の公有地（市（町村）有地、県有地、国有地等）

イ 未利用工場跡地等で長期間利用が見込まれない民有地（借り上げ）

ウ 二次災害や環境、地域の基幹産業等への影響が小さい地域

エ 応急仮設住宅など他の土地利用のニーズが小さい地域の都市公園等

オ 周辺の道路交通への影響が小さい地域

カ 河川の増水により災害廃棄物が流出するおそれが低い地域

キ 水害廃棄物については、リサイクルや焼却処理の前処理のため付着した泥・砂を洗い流す

。洗浄エリアの配置や洗浄水が周辺河川等へ直接流出しないよう沈砂池の設置にも配慮する
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選定した候補地 は、表1-5に示すとおりである。（注）

（注）所在地や搬入経路等を容易に確認できるよう地図を作成する。

表1-5 仮置場候補地

No 名称 所在地 面積 備 考
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５ 一般廃棄物処理施設等の状況

本市（町村）が保有する一般廃棄物処理施設は、表1-6に示すとおりである。

表1-6 一般廃棄物処理施設一覧

年間処理 処理能力 年 間 余裕分

※施設種類 施設名称 実績量 処理能力

（t/年） (t/日) （t/年） （t/年）

焼却施設

破砕施設

最終処分

年間の稼働日数は300日で計算※余裕分＝公称処理能力 t/日 ×稼働日数－年間処理量 H26（ ） （ ）
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第２章 組織及び協力支援体制

第１項 体制と業務概要

１ 組織 体制・

本市（町村）に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に設置する災害対策本部の組織

体制は図2-1に示すとおりである。

各市町村における地域防災計画の組織体制を引用する。

（県災害対策本部における内部組織体制については、県計画Ｐ1-2-2-1 参照）

図2-1 災害対策本部組織図
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２ 各主体の役割分担

平時（事前準備 、初動期（発災直後 、応急対応期及び復旧・復興期の各段階における国、県） ）

及び市町村の役割分担は、表2-1に示すとおりである。

注：県災害廃棄物処理計画を参照のうえ、相互に整合が取れるように定めるものとする。

表2-1(1) 各主体の役割分担（平時、初動期）

（例）

主体 区分 平時（事前準備） 初動期（発生直後）

市 組織 ・組織体制の整備 ・専門チームの設置

町 体制 ・関係機関との連絡体制の整備 ・責任者の決定、指揮命令系統の確立

村 ・支援協定の締結 ・組織内部･外部との連絡手段の確保

廃棄物 ・廃棄物処理施設の耐震化と災害対策 ・被害状況把握、県への報告

処理 ・仮設トイレの確保 ・関係団体等への協力･支援要請

・仮置場候補地の選定

・災害時の廃棄物処理方針の検討

・災害対策経験者リストの作成

支援 ・支援対策（組織･人員･機材等）を含む計画

県 組織 ・組織体制の整備 ・災害に対応した組織体制の確立

体制 ・関係機関との連絡体制の整備 ・被災市町村との連絡手段の確保

・支援協定の締結 ・広域的な協力体制の確保、周辺市町村･関係省庁･

民間業者との連絡調整

廃棄物 ・事務委託手続の検討 ・被害情報の収集

処理 ・災害対策経験者リストの作成 ・被災市町村の支援ニーズの把握、国への報告

・収集運搬、処理体制に関する支援･助言

（ ）支援 ・広域的な視点からの支援体制 組織･人員･機材等

の確保

国 ・大規模災害時の財政支援の制度化 ・組織体制の整備

・効果的な廃棄物処理制度の検討 ・県からの情報確認、支援ニーズの把握

（県・市町村等からも国に働きかける ） ・緊急派遣チームの現地派遣。

・災害廃棄物処理対策協議会の設置

・広域的な協力体制の整備

・国際機関との調整


